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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)
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８つの重点目標 労働生産性

合計 1.00 135,782 -2,000 133,782

30,473

・産業支援機関の連携により集中的な支援を実施
・企業の具体的取組に対しマーケティング経費の一部を補助

0.10 12,863 12,863

・ＡＩ・ＩｏＴ等先端技術利活用支援拠点の設置、専門人材の配置
・支援機関の効果的な支援体制の強化
・ＡＩ・ＩｏＴ利活用促進研究会の設置
・県内事業者育成補助事業

0.10 32,473 -2,000

産業支援機関連携体制構築事業

ＡＩ・ＩｏＴ等先端技術利活用支援拠点整
備事業

ＳＤＧｓを活用したビジネスモデル普及
事業

中小小売商業振興事業費

57,636

創業や経営革新などビジネス誘発の機会発掘・具現化支援等を行
う

0.10 1,785 1,785

・プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、企業の求人ニーズと
 専門人材のマッチングを支援
・マッチング促進のため首都圏等でイベントの参加やPR等を実施

0.20 57,636

信州ビジネス誘発支援事業費

プロフェッショナル人材戦略拠点事業費

2,119

・ＳＤＧｓに関する普及・啓発セミナーの開催
・モデル事業実施者への支援とＳＤＧｓを活用したビジネスモデル
構築に向けた仕組みづくり
・ＳＤＧｓを活用したモデル事業の実施

0.20 10,000 10,000

県内小売商業企業400社を対象に業況、売上高、経営の問題点等
を調査、分析

0.10 2,119

地域ものづくり産業国際展開推進事業
費

中小企業経営支援イノベーション推進
事業費

（人） （補正前） （２月補正） （補正後）
No 令和元年度　実施内容（予定）

職員数 令和元年度
細事業名

2,906

県内で開催される展示商談会で一定の要件（国際的産学官・産産
連携の促進等）を満たす展示会開催に対して助成

0.10 16,000 16,000

中小企業大学校への研修派遣や経営支援職員資質向上研修の
開催

0.10 2,906

補正により取り組む

事業内容
ＡＩ・ＩоＴ等先端技術利活用支援拠点整備事業委託料の減額

成果指標
設定理由

①企業の販路開拓・拡大には、商談機会を増やすことが重要であるため、商談件数を指標とした。
②マッチングの成約につながる企業と専門人材とのコーディネート件数を指標とした。

 概算人件費 （Ｃ） 4,861 4,861 8,218

 概算事業費（B（A）+C） 92,942

29年度 30年度 元補正後 指標及びその達成状況

133,782

0.60 0.60

①
国際的展示商談会における商
談件数

2,253件 1,888件 2,135件

88,081 76,541

　その他 146 0 0

 決　　算　　額（B）

概　算
人　件

費

 職員数（人）

②
プロフェッショナル人材　コー
ディネート件数

308件 360件 350件

84,075 142,000

1.00

予
算
額 補正予算 17,146 -2,000

合計（A) 107,747 79,214

目指す姿

・地域の自治体､商工団体等が一丸となって行う国際的展示商談会に助成し､次世代産業の育成・確保や国内外の企業との取引を促進する｡
・県内企業の稼ぐ力の向上を図るため、企業の求人ニーズと県内外の専門人材のマッチングを支援し、県内企業の経営革新を促進する。
・AI･IoT等の先端技術の利活用を支援して、県内中小企業の生産性向上とICT産業の振興を図る。
・産業支援機関の連携により、中核企業へのステップアップを支援する。

（主な実施内容：地域ものづくり産業国際展開推進事業、プロフェッショナル人材戦略拠点事業など）

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円）

Aの
財源

　一般財源 55,192 50,902 84,728

　国庫支出金 52,409 28,312 49,054

　県　債

当初予算 90,601 79,214 135,782 目標値 成果 達成状況
No 成果指標 29年度末 30年度末

令和元年度前年度繰越

部局 産業労働部

2-1 革新力に富んだ産業の創出・育成

課・室 産業立地・経営支援課

実施期間 S54 E-mail

2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保

事業番号 07 03 02 事業改善シート （令和元年度実施事業分） □当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

現状
(予算編成時)

・本県の基幹産業であるものづくり産業の更なる振興を図るため、国際的な展示商談会である諏訪圏
  工業メッセの開催を支援した。（H30年度　419企業出展、来場者数28,876名）
・また、県内企業の経営革新を促進するため、プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、専門人材の
  確保を促進している。（H30.10月末実績　コーディネート240件、成約64件）

令和元年度
補正後額

133,782 千円

職員数 1.00 人

keieishien@pref.nagano.lg.jp

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

総合的に展開する
重点政策

事　業　名 中小企業経営支援関連事業費

mailto:keieishien@pref.nagano.lg.jp
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表

07 03 02

29年度 30年度

中小企業経営支援イノベーション
推進事業費

中小企業経営支援イノベーション
推進事業

直
接

中小企業大学校長期研修負担金、旅費 　 2,588 2,588 2,644 2,644 07-03-02

中小企業経営支援イノベーション
推進事業費

経営支援職員資質向上推進事業
直
接

職員研修会謝金、講師費用弁償旅費、中小企業大学校短
期研修負担金、旅費

　 262 262 262 262 07-03-02

地域ものづくり産業国際展開推進
事業費

展示商談会実行委員会に対する助
成

補
助
金

県内で開催される展示商談会で一定の要件（国際的な産
学官連携の促進や一定以上の中小製造業者の出展等）を
満たすものに対して、展示会開催に要する経費を補助

　 16,000 16,000 16,000 16,000 07-03-02

プロフェッショナル人材戦略拠点
事業費

プロフェッショナル人材戦略拠点
事業費

委
託

企業の人材ニーズと移住希望者のマッチングを行うプロ
フェッショナル人材戦略拠点を設置するほか、情報発信
を実施

　 67,818 56,625 57,636 57,636 07-03-02

信州ビジネス誘発支援事業費 信州ビジネス誘発支援事業費
直
接

創業や経営革新などビジネス誘発の機会発掘・具現化支
援等を行う

　 1,842 1,648 1,838 1,785 07-03-02

中小小売商業振興事業費 小売業等経営動向調査事業
委
託

県内小売商業企業400社を対象に業況、売上高、経営の
問題点等を調査、分析

　 2,091 2,091 2,119 2,119 07-03-02

ＳＤＧｓを活用したビジネスモデ
ル普及事業費

ＳＤＧｓを活用したビジネスモデ
ル普及事業費

委
託

・ＳＤＧｓに関する普及・啓発セミナーの開催
・モデル事業実施者への支援とＳＤＧｓを活用したビジ
ネスモデル構築に向けた仕組みづくり

　 0 0 7,000 7,000

ＳＤＧｓを活用したビジネスモデ
ル普及事業費

ＳＤＧｓを活用したビジネスモデ
ル普及事業費

補
助
金

ＳＤＧｓを活用したモデル事業の実施 　 0 0 3,000 3,000

ＡＩ・ＩｏＴ等先端技術利活用支
援拠点整備事業

ＡＩ・ＩｏＴ等先端技術利活用支
援拠点整備

委
託

ＡＩ・ＩｏＴ等先端技術利活用支援拠点の設置、専門人
材の配置、研究会の設置

　 0 0 15,575 14,065 -2,000

ＡＩ・ＩｏＴ等先端技術利活用支
援拠点整備事業

県内事業者育成補助事業
補
助
金

県内事業者育成補助事業 　 0 0 31,059 18,408

産業支援機関連携体制構築事業
産業支援機関の連携により中核企
業へのステップアップを支援

委
託

産業支援機関の連携により集中的な企業支援を行い、中
核企業へのステップアップを支援

　 0 0 11,939 6,805

産業支援機関連携体制構築事業
支援先企業が行うマーケティング
経費の補助

補
助
金

支援先企業が行うマーケティング経費の一部を補助 　 0 0 6,000 6,000

産業支援機関連携体制構築事業 補助事業の審査会
直
接

補助事業の審査会開催 　 0 0 58 58

　

　

　

90,601 79,214 155,130 135,782 -2,000 0

中小企業経営支援関連事業費
□当初要求　　□当初予算案

■補正予算案　□点検

備　考
(H30事業
番号)当初

(千円)
当初
(千円)

要求
(千円)

実施
年度

主な点検
区分結果

当初
(千円)

県民協働事業改善

細事業名 項目

実
施
方
法

令和元年度　実施内容

令和元年度

令和元年度　実施内容（実績）
補正
(千円)

決算
(千円)

細事業
No

1

2

3

事業番号
事　業　名

7

8

8

4

5

6

6

7

1

合　　　　計

元年度
実施
状況

部局 産業労働部 産業立地・経営支援課課・室

8


